
 

 

 

＜日英対話シリーズ・日英における大学改革とイノベーション＞         
第一回 

 

英国における Public Engagement と 

Research Impact の目指すもの 

2013 年 10 月 9 日（水）14：00-18：00 

（要旨） 

 

 

 

 

【主催】 ブリティッシュ・カウンシル 

【協賛】 科学技術振興機構 

【後援】 文部科学省 



■開会の挨拶■ 

ジェフ・ストリーター（ブリティッシ

ュ・カウンシル、駐日代表）は、

“Choshu Five（長州五傑）”の渡英 150

周年にあたる本年、ブリティッシュ・カ

ウンシルが日本での活動 60周年を迎えた

ことを紹介した。また Public 

Engagement は大学の信頼醸成のために必

要であり、グローバルな人類の共通課題

に対峙するには、日英はじめ世界各国の

大学研究者が成果をもって解決策を見出

し、リアルなデータを分析していくこと

が肝要であると述べた。 

■プレゼンテーション■ 

【社会における大学のさらなる役割とは

―英国の最新動向】 

エクセター大学のサー・スティーブ・ス

ミス学長は、一部では政府の高等教育へ

の財政的支援が削減され、大学は新たな

方策を模索せざるを得ない状況に直面し

ているが、それは問題であると同時に従

来のやり方を打破するチャンスであると

前置きした。その上で、大学は社会・経

済・教育の原動力であり、国のナレッジ

エコノミーを成功させるためのもっとも

重要な要素であるとし、政府による高等

教育研究および国際共同研究への継続的

な投資の重要性に言及。21世紀は“コラ

ボレーション”が世界トップクラスの優

良大学における重要な特徴の 1つになる

と指摘した。 

 

世界中の教育制度が直面する大きな課題

は、数年前には存在していなかった知

識・イノベーション集約的な分野など、

将来の繁栄・成功に必要な教育を市民に

提供することである。また、国際競争力

を高めるためには研究資金の効果的な選

択と集中が必要である。スミス学長は、

英国では今後、研究成果が社会にもたら

すインパクトが評価の 5分の 1を占める

ようになると説明し、エクセター大学に

おける Public Engagement の取り組みを

示しながら、従来の学者の考え方を変え

ていく必要があると強調した。そして大

学に十分な投資を行い、より多くの共同

を推進していくことが、大きな Research 

Impact への道であるのみならず人類の課

題への解決策を見出す道であると締めく

くった。 

【Public Engagement, Research Impact

の推進・実践における課題と成果】  

 

ナショナル・コーディネイティング・セ

ンター・フォー・パブリック・エンゲー

ジメントのディレクター ポール・マナー

ズ氏は、なぜ大学は Public Engagement

を真摯にとらえるべきなのか――大学は

存在意義が試される時代にあると指摘し、

高等教育機関の利益と社会の公益が合致

するところにポジティブな未来があると

述べた。また Public Engagement をどの

ように推進すべきかを提言するならば、

Engagement がキーワードになるとし、大

学が社会のあらゆる層と関与し、彼らの

ニーズと動向を把握することで実現でき

る Engagement とは、対話つまり双方向

のプロセスであることを強調した。 

つづいて同氏は、英国で Engagement を

実現できている大学の特徴として、

Trusted（信頼できる）、Relevant（関連

性のある）、Accountable（説明責任を果



 

 

 

 

たしている）、Socially Responsible（社

会的責任を担っている）の 4点を挙げて

解説した。大学で Engagement を推進す

るにあたっては、組織の中間層を巻き込

んでいくことの必要性も指摘されている

が、同時に研修や開発への投資、Public 

Engagement を職務として明記し評価の対

象とすることや、人材もまた重要な要素

である。大学は変化を迫られており、た

だムチを打つだけでなくアメ、つまりモ

チベーションを与えていく必要がある。

大学の存在意義や変革の必要性への理解

を深めるべきであると語った。 

【Public Engagement, Research Impact

からみた、サウサンプトン大学の地域活

動事例】 

 

サウサンプトン大学のドン・ナットビー

ム学長は、4つの側面から同大学における

Public Engagement の事例を紹介。まず

「一般市民やマスコミを通じた

Engagement」として、希少セミのパブリ

ックリサーチ、サイエンスロードショー、

ウェブ学習プログラムといった多様な取

り組みについて、インタビューを交えた

実際の映像を示しながら説明した。「政

府との Engagement」では、一般市民が

政府機関のデータにアクセスできるよう

設立された The Open Data Institute の事

例を挙げ、さまざまな新規事業のスピン

アウトをもたらしていることを明らかに

した。「地方自治体との Engagement」

においては、サウサンプトン・シティ

ー・カウンシルと地域におけるエネルギ

ー利用などの分野で協働している事例を、

「財界・産業界との Engagement」では、

多国籍企業、国内企業を問わず大企業・

中小企業とパートナーシップを確立し、

イノベーションを創出している実例を紹

介した。 

英国政府は、高等教育機関が Public 

Engagement を主要な活動として取り組む

ための支援を提供し、大学はプロフェッ

ショナルに Public Engagement を実施し

ていることが強調された。むすびに、物

理学分野の協会と地元小学校との協力に

よって、テディベアのぬいぐるみが宇宙

へ打ち上げられた実験の様子が上映され

ると、会場は温かな笑いに包まれた。 

■パネルディスカッション■ 

ファシリテーターである政策研究大学院

大学の有本建男教授は、まず「大学制度

は、変わることによって千年の歴史を生

き延びてきた」との認識を示し、大学改

革の必要性を強調した。長州ファイブは

かつて、ロンドン大学を起点として英国

文化を持ち帰り、インペリアルカレッジ

（現・東京大学工学部）を設立。英国も

称賛する新たな大学制度を築いた。では、

21世紀の大学はどうあるべきか――。 

単なる知識生産に留まらず、大学に求め

られる役割は猛烈な勢いで多様化してい

ると強調すると、有本教授は「サイエン

ティストのコミュニティは、政治の圧力

が介入する前に、時代に合わせてファン

ディングやマネジメントを変革し、先手

を打っていくべきである」と述べるサイ

エンス誌の論評を紹介。これは、大学に

も当てはまる大事なメッセージであると

し、大学と政治をうまく結び付け、次の

世代における価値を高めていくべきであ

ると主張した。 

http://www.britishcouncil.jp/events/public-engagement-research-impact-uk/don-nutbeam
http://www.britishcouncil.jp/events/public-engagement-research-impact-uk/don-nutbeam


 

 

 

 

つづいて東芝研究開発センター首席技監

の土井美和子氏は、企業の立場から次の

ように語った。日本において大学よりも

長い歴史をもつ東芝の業態も、多様なス

テークホルダーとの Public Engagement

によって変化してきた。そしてエンドユ

ーザーおよびステークホルダーとの

Public Engagement を実現するためには、

利益の衝突をどう解決するかが重要であ

ると指摘した。一方、Research Impact に

関しては、企業と大学でマトリクスが異

なる。産業界では製品化されてこそ価値

が認められるが、アカデミアの論文や特

許は採択率統計などが示すようにレベル

が様々であり、すべてが製品化を目指し

ているわけではない。続いて土井氏は、

東芝におけるイノベーションの考え方と

ともに、インドにおけるビジュアライゼ

ーション・ワークショップ等の事例を紹

介した。 

東北大学大学院の中田俊彦教授は、同大

学の地理や歴史、ブリティッシュ・カウ

ンシルをはじめとした国際連携プログラ

ムを紹介すると、東日本大震災の深刻な

影響に言及した。そして、これまで東北

大学がワールドワイドに研究を展開する

一方で、地域貢献の実績は乏しく、地元

に知を還元できていない状況に葛藤を抱

いていたと明かした。しかし大震災後、

2012年には東北大学災害科学国際研究所

(IRIDeS)が設立され、「復興アクション

100＋」に基づき、地震、コミュニティヘ

ルスケア、ICT、海洋科学、除染といった

分野で 8つのプロジェクトが展開されて

いる。東北大学は今、まずは東北地方の

役に立ち、そして日本、世界の役に立つ

という 3つの Public Engagement が要求

されている。中田教授は、こうした考え

方は始まったばかりであるが、これから

共々に経験を積み重ねていきたいと展望

を述べた。 



 

 

 

 

 

科学技術振興機構 研究開発戦略センター

の吉川弘之センター長は、これまでの議

論を振り返り「Public Engagement が社会

における大学の存在理由を作っている」

という点を強調。英国における議論は、

観念論ではなく現実的であると指摘した。

そして英国において、学長の強いリーダ

ーシップのもと、対立しがちな教授陣が

どのように変化してきたのか、関心を示

した。また日本の大学改革においては、

科学の縦割り構造から変革することが必

要であると主張し、社会の要求を満たし、

本人たちが生き生きと働ける構造を作る

ことが重要な Public Engagement の 1つ

であると語った。 

ここでファシリテーターの有本建男教授

および 6名のパネリストが登壇し、フロ

アを交えて活発な議論が行われた。 

有本教授はまず英国からの参加者に対し、

伝統を重んじる大学においてどのように

リーダーシップを発揮し、変革を実現し

たのかを問いかけた。 

 

ナットビーム学長は、独立した“猫”に

しつけはできないがミルクを提供するこ

とはできるとし、大学がミルクを提供す

ることで、猫の行動を変えられるかもし

れないと述べた。サウサンプトン大学の

研究者たちが、猫にとってのミルクとみ

なしたものは、彼らが得意とする「教え

る」ための環境、そして「研究する」た

めの環境をより整備することである。学

長は 2つのポイントとして、政府が新た

な資金的インセンティブを用意した点、

研究者が外部の世界と接しやすくするプ

ロフェッショナルなサポートを大学が提

供した点を強調した。 

つづいてスミス学長は、英国の大学にお

いても Public Engagement は 10年前まで

異質なものであったと明かした。また大

学の文化を変えることは難しく、英国大

学協会会長として大きな抵抗勢力と対峙

し、6週間で 7分の 1にあたる人員を解雇

した経験を語ると、世界に合わせた変革

の必要性を強調した。そして国際的な舞

台で競争し、資金を獲得できる大学が必

要であるとし、社会やエコノミーに対し

どういう寄与ができるのか、Research 

Impact を明確にすることは、政府の資金

を得るためにも重要であると語った。 

ポール・マナーズ氏は、大学が世界の中

でどのような存在でありたいのか、教育

や研究にどのような形で価値づけをして

いくのか、高度な知性が求められている

と述べた。 

有本教授は、土井氏が発表した東芝のイ

ンドにおけるワークショップの取り組み

に触れ、インドで活躍しているのはどの

ような人材であるかをたずねた。土井氏

は、インドのプロジェクトを始めたのは

原子核融合分野の出身者で、東芝に入社

すると半導体の事業部に所属し、エマー

ジング市場の研修でインドを訪れたこと

を紹介し、大学で専門性を学んだ後、何

をインテグレートすればユーザーに届け

ることができるのか、企業でモチベーシ

ョンを得た人々であると説明した。 



 

 

 

 

続いて、有本教授が東北大学における変

化や要望についてたずねると、中田教授

は、東北大学は縦型の知の分野に強いが

横型の知には弱いと述べ、災害からの復

興を通じ横型に変わってきているものの、

教育のテクニックや方法論は圧倒的に欠

けていると指摘した。そして学生は、学

部では縦型の学問を修めた後、横型の組

織に飛び込んでいくべきであり、教員は

優秀な学生を抱え込まずに海外へ飛び立

たせてほしいと要望を語った。 

吉川センター長はこれまでのコメントを

受け、英国の参加者から寄せられたメッ

セージは重く、日本の伝統的な科学に対

する大きなチャレンジであると指摘した。

そして理論と応用が一緒にやっていく重

要性を科学者自身が十分理解し、Public 

Engagement の必要性を理解するプロセス

が求められるが、日本では「学問とは何

か」という議論もあわせて必要であると

語った。 

ここで、フロアの 3名から質問が寄せら

れた。まず、研究者にとってのミルクの 1

つとして、自分の研究が進捗することも

ご褒美になると思うが、Public 

Engagement によって研究者自身の研究も

進んでいることを示すデータはあるか。

また、研究者が Public Engagement を通

じて外部から得られるミルクとして、英

国で大学が研究者に示している方法があ

ればうかがいたい。さらに URA といった

大学と社会をつなぐ部署を独立して置く

ことなく、インテグレーションに優れた

教授を取り込んでいくストラテジーはあ

り得ないのか、といった内容であった。 

こうした質問に対し、パネリストは次の

ように回答した。 

ポール・マナーズ氏はまず、教授の「教

える」というスキルを社会に意味づけし

ていくことも Engagement にかかわると

し、保健分野や設計・デザイン分野の研

究者など、パートナーシップづくりに長

けたプロフェッショナルは必ず大学内に

いるものだと述べた。 

スミス学長は、フロアから寄せられた 3

つの質問はこれまで英国が問われてきた

問題であると述べた。そして、アドミニ

ストレーターと学者の垣根を打ち壊すこ

とが大きな課題であると指摘し、もはや

古い「マネジメント対アカデミック」の

構造ではなく、大学には Engagement や

PR 活動の専門家が必要であると明言した。

そして大学が国際的競争力を持つことを

要件とし、縦割りを打ち破ることが重要

であると語った。 

ドン・ナットビーム学長は、ここ 5年ほ

どで、分野横断的なマルチの研究に資金

が集まるようになると、研究者同士の姿

勢にも変化がみられたことを紹介した。

また、研究者は必ずしもコミュニケーシ

ョン能力が高いわけではないことから、

専門のスポークスマンが関与することが

肝要であると指摘した。 

中田俊彦教授は、東北大学は 100年の歴

史がありながらも URA の人材を育成して

こなかったため、公募しても適切な人材

を見つけるのは難しい現状があると語っ

た。 

 



 

 

 

 

さらにフロアより、3名の質問が寄せられ

た。第 1に、Research Impact を容易に測

れない抽象的な分野の研究者は、どうす

ればいいのか。第 2に、国際的な連携を

通じて学部・分野を突破することは可能

か。第 3に、大学の MOT がうまく機能し

ていない現状がある。技術の裏付けがな

い人が MOT に参加しても仕方がない。英

国では、どのように考えられているのか。 

こうした問いに対し、パネリストから次

のように回答があった。 

スミス学長は第 1の質問に対し、英国で

は国際的なクオリティリサーチに基づき、

１つ１つの項目に関しケーススタディを

行い、Research Impact をトレースするこ

とになっていると説明した。 

ポール・マナーズ氏は、1つ 1つの研究科

の中で、もっとも実現できている一部が

Research Impact のケーススタディを示す

ことになっていると述べた。 

ドン・ナットビーム学長は、人文学分野

にとって、Research Impact を測ることは

困難であり、強制されてやっている部分

もあるだろうとの見解を示した。また、

研究予算を守っていくためには重要であ

るが、貢献はあっても Research Impact

として十分に説明できる分野ばかりでは

ないと指摘した。 

ここで有本教授は、工学部教育の現状に

ついて、土井氏に企業の視点からの意見

を求めた。土井氏は「リーディング大学

院プロジェクト」を興味深く見守ってい

ると述べ、モチベーションがあれば横糸

は束ねていけるものであり、それが

Public Engagement を通して研究者が自ら

得られるものであろうと指摘した。 

吉川弘之センター長は、学問の領域は長

い歴史を持っており、それが成立した動

機は人間の考え方の基本にひそんでいる

ものであると指摘した。また、Public 

Engagement を通じて達成感といった本当

の喜びが見出せるならば、そこに本当の

学問の基礎があり得ると考えられる。そ

のような学問を作らなければならないと

の展望を示した。 

中田俊彦教授は、一言でいえば「時間軸」

であるとし、教員 1人 1人の動特性をつ

かみ、大学全体でみればいつも違った花

が咲いているような雰囲気が魅力的であ

り、それは学長によるマネジメントのバ

ランスであろうと述べた。 

最後に有本建男教授は、あらゆるセクタ

ーが持続的な信頼関係を構築する“Trust”

がキーワードの 1つであると述べ、パネ

ルディスカッションをまとめた。 

■開会の挨拶■ 

 

田中梓（ブリティッシュ・カウンシル）

は、2012年 3月に設立された日英産学連

携スキーム“RENKEI”（Japan-UK 

Research and Education Network for 

knowledge Economy Initiatives）を紹介し、

Southampton 大学と東北大学の連携をは

じめとした情報を、今後もウェブサイト

等を通じて発信していくと述べた。ブリ

ティッシュ・カウンシルは、引き続き日

英両国の持続的な成長に貢献していくと

語り、閉会の挨拶とした。 

 

 

 

 

 


